


 

・ 体験型防災学習や地域と連携した防災の取組を強化するため、学校における防災マップづくりや

地域住民等との合同避難訓練、防災学習等について、前期に延べ 60 校に対して支援を行いまし

た。他にも取組が必要な学校があることから、今後、支援を継続していく必要があります。 

・ 学校現場において、児童生徒や教職員が、自分の命は自分で守ることができるよう、公立小中学

校及び県立学校において「防災ノート」を活用した学習が実施されるよう取り組んでいます。今

後、全ての学校で実施されるよう取組を続けていく必要があります。 

・ 三重県の中学生の防災意識を高めるとともに、宮城県の中学生の心のケアを図るため、８月に宮

城県の中学生を三重県に招待し、防災に関する意見交換、発表等を行う「子ども防災サミット in

みえ」を鳥羽市及び志摩市で開催しました。今回の成果を生かし、生徒等の防災意識をさらに高

めていく必要があります。 

・ 小中学校の防災機能を強化するため、小中学校防災機能強化補助金を創設し、市町が実施する非

常用発電機、投光器、簡易トイレの整備、ガラス飛散防止対策、備品等転倒落下防止対策の取組

について支援しており、事業の積極的な活用を促していきます。 

・ 県立学校施設の安全性を確保するため、耐震性が確保されていない校舎等の耐震化工事を、平成

25 年度完了に向けて進めるほか、非構造部材の耐震対策を本年度 13 校で実施するとともに、専

門家による非構造部材の点検を全校（74 校）で実施し、防災対策の強化に取り組んでいます。

今後は非構造部材の耐震対策を進めていく必要があります。 

・ 公立小中学校施設の安全性を確保するため、校舎等の建物や非構造部材の耐震対策、老朽対策、

防災機能強化のための工事など多様なニーズにあった改修を市町が実施する場合、補助制度の活

用等について積極的に情報提供と助言を行っています。耐震対策の取組が遅れている市町に対し

ては、引き続き、対策の早期完了を働きかけていく必要があります。 

 

 

 
平成 25 年度の取組方向 

 教育委員会 

・ 防災に関する専門的な知識、スキルを持つ学校防災のリーダーとなる教職員を養成するため、引

き続き、災害発生時及び発生後の対応に係る研修会を開催します。 

・ 体験型防災学習や地域と連携した防災の取組を行う学校を拡大するため、引き続き、防災マップ

づくりや地域住民等との合同避難訓練、防災学習等を行う学校に対する支援を行います。 

・ 児童生徒や教職員が、自分の命は自分で守るため、全ての公立小中学校及び県立学校において、

「防災ノート」を活用した学習が実施されるよう取り組みます。 

・ 生徒の防災意識を高めるため、平成 25 年度は、三重県の中学生が宮城県を訪問し、「子ども防災

サミット in みえ」での交流を継続します。 

・ 小中学校の防災機能を強化するため、市町が実施する非常用発電機、投光器、簡易トイレの整備

等の取組を引き続き支援します。 

・ 県立学校施設の校舎等の耐震化については、平成 25 年度中に完了できるよう引き続き取り組みま

す。また、外壁などの非構造部材については、平成 24 年度に実施する点検結果を踏まえ、耐震対

策が可能なものから順次対策を進めます。 

・ 公立小中学校施設の安全性を確保するため、校舎等の建物や非構造部材の耐震対策、老朽対策、

防災機能強化のための工事など多様なニーズにあった改修を市町が実施する場合、補助制度の活

用等について積極的に情報提供と助言を行います。耐震対策の取組が遅れている市町に対しては、

対策の早期完了を働きかけます。 

 

 



 

 

 
主な事業 

 教育委員会 

●（一部新）学校防災推進事業【基本事業名：22401 防災教育の推進】 

   （第 10 款 教育費 第１項 教育総務費 ２ 事務局費） 

当初予算額：(24) １４，２３３千円 → (25) ２２，４０２千円 

事業概要：大規模地震等の自然災害に備え、学校における平常時の防災教育・防災対策の充実

を図るとともに、災害時に児童生徒の安全確保のための迅速かつ的確な対応が可能

となるよう、学校防災のリーダーとなる教職員を養成します。また、学校における

防災タウンウォッチングや防災マップづくりなどの体験型防災学習の支援、防災ノ

ート等を活用した学習、宮城県との交流事業の実施など、防災教育の充実を図ると

ともに、保護者、地域住民等との合同の避難訓練や防災学習の支援を行い、学校・

家庭・地域の連携による防災対策を促進します。 

 

●学校防災機能強化事業【基本事業名：22401 防災教育の推進】 

   （第 10 款 教育費 第１項 教育総務費 ２ 事務局費） 

当初予算額：(24) ４４５，０４９千円 → (25) １９７，８８１千円 

事業概要：大規模災害発生時に、児童生徒の安全を確保し被害を軽減するため、小中学校

については、市町が実施する非常用発電機、投光器、ライフジャケットなどの防

災資機材の整備等に対し支援するとともに、県立学校（５校）に対して、ライフ

ジャケットを整備し、学校の防災機能を強化します。 

 

●校舎その他建築事業【基本事業名：22402 防災対策の推進】 

（第 10 款 教育費 第４項 高等学校費 ３ 学校建設費） 

   当初予算額：(24) １，５４８，４８４千円 → (25) １，８７０，８９３千円 

事業概要：県立高校の施設について、校舎等の耐震化を完了させるとともに、専門家の点検

結果を踏まえた非構造部材の耐震対策、老朽対策など教育環境向上のための整備

等を進めます。 
 

 


